国民健康保険運営協議会議事録

日　　時　　　令和６年２月１日（木）

　　　　　　　午後３時００分～午後４時００分

場　　所　　　市議会委員会室（本館３階）

出席委員　　　森　裕美、大西幸子、永井千佳子、奥野やす子、雪岡　義、
　　　　　　　寺田　晃、松葉　玲、井上　理、村島一敏、
　　　　　　　西山則夫、辻　孝記、野口佳子、大西要一、川口　浩

　　　　　　　澤田　隆、坂口裕司
欠席委員　　　小林裕典、保田正人

市出席者　　　（健康福祉部部長）江原、（健康福祉部次長）辻村、

　　　　　　　（医療保険課長）世古口
　　　　　　　（健康課長）谷

　　　　　　　（医療保険課主幹・福祉医療係長）中川、
　　　　　　　（国民健康保険課主幹・国民健康保険料係長）古川

　　　　　　　（国民健康保険給付係長）鈴木

協議及び報告事項

　　　　　　　○協議事項
　　　　　　　（１）会長・副会長の選任について

　　　　　　　（２）令和５年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）について
　　　　　　　（３）令和６年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について
　　　　　　　（４）国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ
　　　　　　　　　　（案）について
　　　　　　　（５）第３期データヘルス計画等（案）について
　　　　　　　〇報告事項
　　　　　　　（１）国保広域化について
　　　　　　　（２）産前産後期間の国民健康保険料の軽減について
　　　　　　　（３）その他

（開会　午後３時００分）

○世古口医療保険課長　　定刻になりましたので、会議を始めさせていただきます。
　委員の皆様方には、何かとお忙しい中、会議に御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。
　協議会に入ります前に、昨年12月の市議会議員の役員改選に伴い、公益を代表する委員に異動がございましたので、御紹介させていただきます。
　井村委員と吉井委員が退任をされまして、辻委員と野口委員が就任されました。
　ただいまから、健康福祉部長の江原より委嘱状を交付させていただきます。
（委嘱状交付）
○世古口医療保険課長　　続きまして、本日の資料の確認をさせていただきます。
　事前に郵送させていただき御持参いただいたものと、お席に配付させていただいたものでございます。それでは確認をお願いします。まず、事項書と委員名簿、続きまして、運営協議会関係法等の一覧でございます。資料１から、令和５年度国民健康保険特別会計最終補正予算総括表。資料２で、令和６年度国民健康保険特別会計当初予算総括表。資料３、令和６年度国民健康保険料試算比較。資料４、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）について。資料５、当日配付でございます。第３期データヘルス計画等（案）について、５－１と修正比較の５－２の資料がございます。資料６、国保広域化について、これも当日配付の資料でございます。資料６－１と６－２がございます。資料７で、産前産後期間の国民健康保険料の軽減についてです。
　以上が本日の資料となりますが、全てそろっておりますでしょうか。
　ありがとうございます。

　なお、本日は小林委員、保田委員から所用のため御欠席との連絡をいただいておりますので、御報告申し上げます。
　それでは、議事に入ります前に、部長の江原が御挨拶申し上げます。
○江原健康福祉部長　　皆さん、こんにちは。健康福祉部の江原でございます。
　委員の皆様におかれましては、何かとお忙しい中、御出席を賜りまして誠にありがとうございます。また、平素は、皆様それぞれのお立場で、国保運営をはじめといたしまして、福祉、市政全般にわたりまして御理解、御協力を賜っておりますこと、この場をお借りいたしまして厚くお礼申し上げます。ありがとうございます。

　さて、本年度は新型コロナウイルス感染症が５月に２類から５類に移行いたしましたが、依然として感染症患者は発生しておりまして、夏から続いているインフルエンザの流行への対応など、日々最前線で対応されておられます医療機関などの皆様方には心から敬意を表させていただきますとともに、深く感謝を申し上げるところでございます。

　さて、国保におきましては、令和２年度の緊急事態宣言発令時に大きく落ち込みました受診者数や医療費につきましても、令和３年度以降につきましては、発令前の状況に戻っておるような状況でございます。令和４年度から、団塊の世代の後期高齢者の移行が始まりまして、被保険者数が大きく減少しており、保険料収入が減少する一方で、高齢化であるとか、新薬の承認、また、医療の高度化などによりまして、１人当たりの医療費は増加している状況でございます。

　したがいまして、今後、国保制度は厳しい状況が続いていくと予想しておりますが、被保険者の皆さん方の健康の保持増進などに取り組むことによりまして、制度の安定運営を図ってまいりたいというふうに考えておるところでございます。
　本日は、令和５年度の最終補正予算及び令和６年度の当初予算のほか、更新となります第３期のデータヘルス計画策定等について御審議を賜ることといたしております。委員の皆様方におかれましては、引き続き、御支援を賜りますようお願い申し上げまして、簡単ではございますが、開会に当たりましての本日の御挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

〇世古口医療保険課長　　それでは、本日の委員の出席状況を報告いたします。委員定数18名のうち、本日は16名の方が出席されておりますので、本協議会は成立しております。

　それでは、協議に入りたいと存じますが、先ほど御報告いたしましたように、市議会議員の役員改選に伴い、公益を代表する委員について異動がございました。井村委員が会長、吉井委員が副会長となっていただいておりましたことから、新たに会長、副会長を選任していただくことになりますが、選任されるまでの間、私のほうで会議を進めさせていただきたいと存じますので、よろしくお願いいたします。

　着座にて失礼いたします。

　ただいまから、国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。
　なお、会議録署名者の選任につきましては、事務局に御一任いただきたいと存じますが、御異議ございませんか。
（「異議なし」との声あり）
○世古口医療保険課長　　異議なしとのことですので、署名者を松葉委員、永井委員の御両名に指名いたします。
　それでは、事項書に従いまして、議事を進めさせていただきます。
　協議事項１、会長及び副会長の選任についてを御協議願います。

　会長につきましては、国民健康保険法施行令第５条、副会長につきましては、伊勢市国民健康保険条例施行規則第３条の規定により、公益を代表する５人の委員の中から会長と副会長を選出していただくことになります。
　会長、副会長の選出につきまして、いかが取り計らわせていただきましょうか。
　西山委員。
〇西山委員　　今説明ありましたとおり、会長、副会長につきましては、公益側の委員から選出をするということになっておりますので、私のほうから、会長に辻委員、副会長に大西委員を推薦をしたいと思いますので、よろしくお取り計らいをいただくようにお願いを申し上げます。
　以上です。

○世古口医療保険課長　　ありがとうございます。ただいま、公益代表の西山委員から、会長に辻委員を、副会長に大西委員を御推薦いただきましたが、何かほかに御意見はございませんでしょうか。
（「なし」の声あり）
○世古口医療保険課長　　御意見もないようですので、お諮りをさせていただきたいと存じます。
　会長を辻委員、副会長を大西委員に就任いただくことで御異議ございませんでしょうか。
（「異議なし」の声あり）
○世古口医療保険課長　　ありがとうございます。全員異議なく、御同意と認めます。よって、辻委員が会長、大西委員が副会長に当選されました。会長は辻委員、副会長は大西委員にお願いをさせていただきます。

　恐れ入りますが、お二人は会長席と副会長席へお移りいただき、一言ずつ御挨拶を頂戴したいと存じます。

〇辻会長　　ただいま会長に御推挙いただきました辻孝記でございます。どうぞよろしくお願いいたします。
　委員の皆様の御協力を得まして、国保運営の健全運営に努力してまいりたいと思います。また、会長職の任務を全うしてまいりたいと思いますので、どうかよろしくお願いいたします。

〇大西副会長　　ただいま副会長に御推挙いただき、御決定いただきました大西でございます。
　会長を補佐し、その任務を遂行していくため努力してまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いをいたします。

〇世古口医療保険課長　　ありがとうございました。
　それでは、以降の進行は、規定に従い、辻会長に議長をお願いさせていただきます。
　会長、よろしくお願いいたします。
〇辻会長　　はい、分かりました。
　引き続き、御協議いただきます事項につきまして、既にお手元に配付させていただいておりますとおり、令和５年度最終補正予算案ほか３件でございます。よろしく御協議の上、御決定いただきますようお願い申し上げます。
　それでは、事項書に従いまして議事を進めさせていただきます。
　協議事項２、令和５年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）及び協議事項３、令和６年度国民健康保険特別会計当初予算（案）、相関連しますので、以上２件を一括して御協議願います。
　事務局より説明願います。
〇世古口医療保険課長　　それでは御説明申し上げます。
　お手元の資料１、最終補正予算総括表を御覧ください。
　表の一番上の項目に補正額Ａ、補正前予算額Ｂ、補正後予算額Ａ＋Ｂとございますが、金額を1,000円単位で記載しております。

　今回の最終補正につきましては、歳入歳出ともに7,473万4,000円を減額し、補正後の予算総額を126億4,837万2,000円とするものでございます。
　それでは、歳出から、主なものについて御説明申し上げます。
　まず、縦書きの１段目の総務費につきましては、一般管理費の職員の人件費の減額、賦課費の印刷経費、徴収費の手数料、研修会等の参加負担金などの減額により、計で29万2,000円減額しております。

　次に、２段目の保険給付費でございますが、一般保険者の療養給付費を5,200万円減額、その他給付費の出産一時金については、支給額が42万円から50万円に改正されたため、400万円増額、傷病手当金はコロナの５類への移行により今年度の５月７日で対象期間が終了したことから460万円の減額、以上より保険給付費の計は5,260万円の減額となっております。

　次に、その下の国保事業納付金は、県からの確定額通知により、計で519万円を減額しております。

　その下の保健事業費は、被保険者数の減少による健診委託料の減や人件費などの減により、1,665万2,000円を減額しております。
　歳出については以上でございます。

　続きまして、裏面の歳入を御覧ください。

　上段の国民健康保険料・税でございますが、備考欄に記載しております最終調定見込み額と予定収納率によりそれぞれ調整を行い、保険料を合計で1,303万9,000円を増額し、料と税を合わせて補正後の予算額は20億5,191万2,000円となっております。

　次に、国庫支出金ですが、令和５年度につきましては、出産育児一時金臨時補助金が創設されましたので、国の基準に基づき19万4,000円を計上いたしました。

　次に、県支出金でございますが、普通交付金は保険給付費の減額に伴い5,200万円減額、特別交付金はコロナウイルス感染症傷病手当金の減少による交付金の減額、コロナ減免還付金分の減少による交付金の減額など2,706万円を減額し、県支出金計で7,906万円の減額となっております。

　次に、繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金の保険料軽減分・保険者支援分の増により1,811万5,000円を増額、財政調整基金は保険料収入の増などにより3,234万6,000円減額、未就学児均等割保険料繰入金は軽減分の減少に合わせ158万8,000円の減額となり、繰入金計で1,581万9,000円の減額となっております。

　繰越金につきましては、金額の確定により691万2,000円を増額しております。

　以上で、令和５年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）の説明を終わらせていただきます。

　続きまして、令和６年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について御説明申し上げます。

　資料２の当初予算総括表を御覧ください。先ほどの補正予算と同様、項目ごとに1,000円単位で記載しております。

　令和６年度の当初予算総額につきましては、歳入・歳出ともに126億7,571万7,000円、前年度との比較で415万2,000円の増額で、割合にして約0.03％の増となっております。

　それでは、歳出から、主なものについて御説明申し上げます。

　一番上の縦書き総務費は、一般管理費や情報システム管理費、徴収費などで、主なものといたしまして、一般管理費で597万8,000円の増、情報システム管理費では、６年度から国保標準システムの保守料及び環境賃貸借経費がかかることから784万8,000円の増となり、総務費計で1,435万8,000円の増額となっております。

　次に、保険給付費でございますが、計で前年度より7,224万8,000円の減額となる90億6,943万円を計上しております。これは歳出総額の71.5％を占めております。

　保険給付費の主なものとしましては、一番上の療養給付費が小計で、被保険者数の減少により前年度比9,600万円の減額となっておりますが、高額療養費は小計で１人当たりの医療費の増加などにより前年度比2,400万円増額となっております。また、その他給付費の出産育児一時金は制度改正で申し上げましたけれども、42万円から50万円ということで引き上げられたことにより、384万円の増額となっております。コロナ禍で受診控えにより令和２年度の保険給付費は減少しましたが、令和３年度以降は受診率も回復傾向となり、被保険者数は減少しておりますが、医療の高度化等により１人当たりの医療費は増加しており、医療費の高止まりが継続しているような状況でございます。

　次に、保険事業納付金でございます。医療分、後期分、介護納付金分に分かれておりますが、計で前年度より6,976万5,000円増の32億2,949万8,000円を計上しております。この納付金は、平成30年度からの国保広域化により、県が各市町の医療費等を給付するために必要とされる費用として交付する保険給付費交付金の原資として県が徴収するもので、保険給付費の実績や国の示す係数を基に算出されたものでございます。

　次に、その下の保険事業費では、被保険者の糖尿病をはじめとする生活習慣病等の早期発見と重症化予防のために実施しております特定健診や特定保健指導、がん検診、歯周病検診、また、医療費適正化を図るために送付している医療費通知などの費用として、事業費の計で１億7,951万円を計上しております。特定健康診査事業費で前年度比で827万9,000円の減額となっておりますが、対象者数の減少によるものです。

　また、下段の公債費の財政調整基金組替運用に係る一時借入金利子は昨年度と同額、諸支出金は保険料過年度還付金に係る償還金及び還付加算金と基金運用に係る基金積立金で６万1,000円の減額となっております。

　一番下の予備費は、昨年度と同額の1,000万円を計上しております。

　続きまして、資料の裏面、歳入を御覧ください。

　まず、縦書きの一番上の国民健康保険料でございますが、保険料の算出に当たりまして、現年賦課分は、試算を経て設定した賦課総額を基に軽減額を勘案し、また、滞納繰越分は、令和５年度からの繰越分を含めた調定見込みを推計し、それぞれ実績から設定した目標収納率を乗じて得た額を計上しております。
　保険料の20億9,061万9,000円と市町村合併前の滞納繰越分の保険税の2,000円を合わせました20億9,062万1,000円を計上し、歳入総額の約16.5％となっております。

　次に、県支出金のうち保険給付費交付金でございます。普通交付金は、歳出の方で御説明申し上げました国保事業費納付金を基に、県から交付される交付金、保険給付に充てるための費用で90億704万1,000円、また、特別交付金は、国の保険者努力支援制度と県の保険者取組支援制度等による２億4,406万3,000円で、健康増進事業補助金の310万円を合わせて、92億5,420万4,000円を計上しております。

　次に、繰入金でございますが、保険基盤安定繰入金や財政調整基金繰入金等で、法令や制度で定められているもののほか、今回の予算編成に際し、保険料負担感の緩和を図るための財政調整基金繰入金を４億円計上し、計で13億180万6,000円を計上しております。

　最後に諸収入でございますが、延滞金及び一般被保険者第三者納付金など見込みとして2,838万2,000円としております。
　以上が歳入の主な内容で、合計126億7,571万7,000円でございます。

　令和６年度国民健康保険特別会計当初予算（案）について以上でございますが、保険料の試算の詳細につきまして、保険料係長から御説明申し上げます。

〇古川国民健康保険料係長　　それでは、令和６年度国民健康保険料試算について御説明申し上げます。
　お手元の資料３を御覧ください。

　今回の試算につきましても、例年のことではございますが、直近の所得、令和５年分所得については現時点では把握できておりませんので、加入者の皆様の前々年、令和４年中の所得をベースに試算しております。あくまでも現時点の参考値ということで御理解いただきますようお願いします。また、試算におきましては、基金から４億円を繰り入れ、保険料必要額を引き下げた上で行っておりますので、あわせて御理解いただきますようお願いいたします。

　それでは、こちらの資料の一番上の表を御覧ください。
　まず、今回の試算において用いた見込みの被保険者数及び世帯数でございますが、医療分及び後期高齢者支援金分におきましては、被保険者数が２万2,590人、世帯数が１万4,623世帯でございます。介護分におきましては、被保険者数が7,292人、世帯数が6,371世帯でございます。

　次に、世帯数の下の調定の見込額でございますけれども、医療分が12億7,575万7,056円、後期高齢者支援金分が６億4,705万2,954円。介護分が２億1,352万2,902円となっております。以上の数字を用いて保険料を計算しました結果、一番下の表になりますが、医療分、後期高齢者支援金分、介護分を合計した令和６年度の１世帯当たりの保険料は、昨年度予算算定時と比較して、年間で１万2,178円増の16万5,007円。１人当たりといたしましては、8,233円増の11万4,400円となりました。

　最後に、冒頭でも説明させていただきましたが、今回の試算は加入者の方々の令和４年中の所得に基づき試算しております。令和６年度の本算定におきましては、６月ですけども、最新の令和５年中の所得状況により料率を算定いたしますので、今回、御提示の金額が変動いたしますことを重ねて御了承いただきますようお願い申し上げます。
　以上、簡単ではございますが説明を終わらせていただきます。

〇辻会長　　ただいまの説明につきまして、御発言等ございましたらお願いいたします。
　御発言はありませんか。
　川口委員。
〇川口委員　　令和５年度の期末見込み、令和６年度期末見込みの国保財政調整基金を教えていただきたいんですが、金額を。

〇辻会長　　課長。
〇世古口医療保険課長　　令和５年６月１日の残高は14億3,000万円ということでございます。令和５年度で３億5,000万円を取り崩す予定で予算計上していたところ今回の最終補正で3,234万6,000円のほうを減額しておりますが、今の段階では年度末残高は10億8,000万円という予定でございます。
　以上でございます。
〇辻会長　　川口委員。
〇川口委員　　令和６年度の見通しはいかがですか。
〇辻会長　　医療保険課長。
〇世古口医療保険課長　　今、保険料係長が申し上げましたが、令和６年度の保険料の予算案につきましては、令和４年度の所得を基に保険者数も県の納付金の算出に用いた保険者数を基に計算しております。実際、当初賦課の段階になったときに令和５年度所得、あと、被保険者数を用いて計算するということになりますので、当初予算では財政調整基金４億円と投入の予定をしておりますけれども、実際、最終的にそれをどれだけの額投入するかというのは、まだ未定でございます。
　以上でございます。
〇辻会長　　医療保険課長。
〇世古口医療保険課長　　今残っておるところから４億円引かさせていただきますと、６億8,000万円ということになります。予算上の予定ではそのようになっております。
〇辻会長　　川口委員。
〇川口委員　　分かりました。
　保険料が現時点で引上げになるという試算を出されています。非加入者数の減少であるとか、１人当たり医療費の上昇ということを構造的に見ていきますと、数式上当然引き上げざるを得ないという判断になるかと思いますけれども、一方でこの間の物価高であるとか、実質賃金の伸び悩みであるとかという諸事情を考えると、被保険者の支払い能力の問題というのも率直に言ってあると思うんです。今の御説明ですと、国保の財政調整基金を令和６年度は４億円取り崩すというお話でしたけれども、４億円という幅、今後の国保会計の持続可能性の問題もありますけれども、さらに拡大するであるとか、そうした軽減措置というのはやっぱり最大限御検討になった結果というふうに受け止めてよろしいんですかね。
〇辻会長　　医療保険課長。
〇世古口医療保険課長　　この４億円というのは、現在の財政調整基金の残高、今後のことも考えた結果の金額でございます。
〇川口委員　　分かりました。
〇辻会長　　いいですか。
〇川口委員　　はい。
〇辻会長　　他に御発言はありませんか。
（「なし」との声あり）
○辻会長　　他に御発言もないようでありますので、お諮りいたします。２件一括のうち、まず、令和５年度国民健康保険特別会計最終補正予算（案）につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いいたします。
（賛成者　挙手）
○辻会長　　ありがとうございます。挙手全員でありますので、本件は原案どおり承認することに決定いたしました。
　次に、令和６年度国民健康保険特別会計当初予算（案）につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いいたします。
（賛成者　挙手）
○辻会長　　ありがとうございます。挙手多数でありますので、本件は原案どおり承認することに決定いたしました。
　次に、協議事項４、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）について御協議願います。
　事務局より説明願います。
〇古川国民健康保険料係長　　それでは、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）につきまして、御説明申し上げます。
　資料４を御覧ください。

　国民健康保険料の賦課限度額の引き上げと、保険料軽減のための所得判定基準額の引き上げにつきましては、例年のことではございますが、国の国民健康保険法施行令が改正されたことにより、当市においても改正を行うものでございます。改正に当たりましては、市の国民健康保険条例の一部を改正する必要がございまして、３月市議会定例会において議案提出をさせていただくこととなっております。

　まず、資料で言いますと２の国民健康保険料の賦課限度額の引き上げについてでございます。国保料の後期高齢者支援金賦課分を２万円引き上げて24万円とし、全体の賦課額を104万円から106万円とするものでございます。

　賦課限度額を高く設定いたしますと、中間所得者層の負担を減少させる効果がございます。また、協会けんぽや、健康保険組合などの被用者保険と比較しますと、国民健康保険は、賦課限度額に達する、または超える世帯の割合が多いことから、賦課限度額を高く設定すると、この割合を減らす効果があります。このことから、国の基準に合わせて、法定限度額どおりの改正とさせていただく予定でございます。

　裏面を御覧ください。

　次に、３の国民健康保険料の軽減する所得判定基準の引き上げでございます。この保険料軽減のための所得判定基準の引き上げは、軽減対象だった世帯が物価の上昇などにより、所得水準の全体的な上昇の影響により軽減対象から外れてしまうことのないよう、５割及び２割軽減について、その所得判定基準を改正するものでございます。

　被保険者数に乗じる金額を５割軽減につきましては、29万円から29万5,000円に、２割軽減につきましては、53万5,000円から54万5,000円にそれぞれ引き上げを行うものでございます。

　参考に、軽減対象となるおおよその目安の収入を例示させていただいております。１人世帯で給与収入のみの場合、５割軽減では127万円以下から127万5,000円以下に、２割軽減は151万5,000円以下から152万5,000円以下となる見込みです。３人世帯では、世帯主の給与収入のみの場合、５割軽減は197万1,000円以下から199万2,000円以下に、２割軽減は302万1,000円以下から306万4,000円以下となる見込みです。
　以上で、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減する所得判定基準の引き上げ（案）について説明を終わらせていただきます。

〇辻会長　　ただいまの説明につきまして、御発言等ございましたらお願いいたします。御発言はありませんか。

（「なし」との声あり）
○辻会長　　御発言もないようでありますので、お諮りいたします。本件につきまして、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いいたします。
（賛成者　挙手）
○辻会長　　ありがとうございます。挙手全員でありますので、本件は原案どおり承認いたします。
　協議事項５、第３期データヘルス計画等（案）についてを御協議願います。
　事務局より説明願います。

〇鈴木国民健康保険給付係長　　それでは、伊勢市国民健康保険データヘルス計画第３期、特定健康診査等実施計画第４期(令和６年から11年度)案について御説明申し上げます。
　資料５－１を御覧ください。

　まず、国民健康保険データヘルス計画と申しますのは、平成25年に保険者に策定が義務づけられた被保険者のレセプト等のデータを活用して保健事業を実施していく計画で、本市では、県の医療費適正化計画等と、本市の伊勢市国民健康保険特定健康診査等実施計画第２期との整合性を勘案して、平成28年度から29年度の２か年度を第１期の期間として策定し、第２期計画として、特定健康診査の実施計画と一体化して、平成30年度から令和５年度の６か年の計画を定めたものでございます。

　今回、第２期計画の期間が終了しますことから、令和６年度から11年度までの６か年を計画期間として、資料のとおり、第３期の計画案を作成したところです。また、データを有効活用して、効率的に保健事業を進めていくことを目指すために、第３期データヘルス計画と第４期特定健康診査等実施計画を一体化して作成いたします。このため、特定健診等の項目につきましては、第２期計画と同様に、第５章として章立てして明記いたしております。

　また、第３期データヘルス計画では、国から様式や評価指標を統一する標準化を推進していくことが示され、三重県を通じて様式例が提示されておりましたことから、伊勢市においても、第４章はこちらの様式を使用し、計画を策定しております。個別保険事業の設定につきましては、三重県として重点目標事業が①特定健診、②特定保健指導、③糖尿病性腎症重症化予防対策、④重複・頻回受診、重複・多剤服薬、⑤後発医薬品使用促進の５項目が設定されており、伊勢市におきましても設定された事業を計画に盛り込んでおります。

　先日お送りいたしました素案のうち、御指摘等をいただき修正いたしました箇所につきましては、資料５－２のとおりです。御確認をお願いいたします。内容に関わる箇所としましては、６ページの被保険者１人当たりの医療費伸び率の表中、伊勢市伸び率の令和２年度の部分です。素案でマイナス4.2％としてありました箇所ですが、マイナス0.4％が正しいため修正いたしました。次に、９ページの（２）年齢階層別・男女別糖尿病患者の状況の説明において、「すべての年代において男性が女性の割合を上回っています。」としてあった箇所につきまして、「30歳代以上の年代において男性が女性の割合を上回っています。」と修正いたしました。また、12ページの②男女別年齢別特定健診受診率の説明において、「どの年代においても男性より女性の受診率が高くなっています。」としてありました箇所につきまして、「55から59歳以外の年代においては男性より女性の受診率が高くなっています。」と修正いたしました。

　計画につきましては、第１章では計画の基本方針を、第２章では本市の国保被保険者の年齢構成や保健事業の実施状況を、第３章ではレセプトデータ等の各種データを活用した疾病や介護、あるいは特定健診の受診状況や特定保健指導の効果等の経年変化についての分析結果を記載しております。第４章は第３期のデータヘルス計画となります。第２期計画の保健事業の結果・成果について考察し、今後６年間で実施していく保健事業を県で重点目標事業と推奨目標事業と分けて設定されておりますものに基づき設定しております。また、評価指標につきましては、個別保健事業ごとに県で共通評価指標が設定されておりますことから、伊勢市においてもこの評価指標を使用して設定しております。

　最後に、第５章は特定健診と特定保健指導の第４期の計画です。本市の受診率等は常に県内の上位ではありますが、目標値に届いてはおりません。第４期におきましては、対象をさらに絞った受診の再勧奨やＳＮＳの効果的な活用方法を検討し、啓発活動を行うとともに、健康づくりに取り組みやすい環境づくりに努めて、被保険者の健康への意識向上を図っていきたいと考えております。
　また、この計画作成に当たりましては、三重県国保連合会の外部有識者の助言を得て計画案を作成しております。

　以上、伊勢市国民健康保険第３期データヘルス計画、特定健康診査等実施計画第４期案の説明を終わらせていただきます。

〇辻会長　　ただいまの説明につきまして、御発言等ございましたらお願いいたします。御発言はありませんか。
　寺田委員。
〇寺田委員　　今の御報告の第５章になると思うんですけど、特定健康診査の40歳から75歳までの検査項目内容なんですけど、貧血検査でヘモグロビンと赤血球が出るんですけど、白血球が削除されておるんですが、もうこれずーっと今までそうやったんですけど、ヘモグロビンと赤血球算定しますと自動的に白血球が出てきまして、異常値が出ると新たに項目を自分で加えて、異常があるので、精密検査が必要ですというようなことを書かなければいけないので、これ費用も変わりませんので、貧血チェックの中に白血球をぜひ入れていただきたいというちょっと要望でございます。今年度が無理なら来年度からでもいいんですけど、以上です。

〇辻会長　　どうですか。答弁ありませんか。
〇寺田委員　　国からの指標で、上から下りてきたもので難しいとは思うんですけど、メタボリックシンドロームとあんまり確かに関係はないんですけど、どうしても出てきますので、全員に、白血球は。異常値でちょっと無視するわけにはいかんので。
〇辻会長　　医療保険課長。
〇世古口医療保険課長　　寺田委員おっしゃるように、内容のことは十分御承知のことと思いますし、令和６年度につきましては、項目が決まっておるということになっておりますので、その次の年度以降、またこういう御意見をいただいたということで、県のほうにも報告させていただきたいというふうに思いますので。
（「他の市町もちらほらと」との声あり）
○世古口医療保険課長　　津市さんですか。その辺のところも、また、県に他市の対応状況等も確認したいと思います。
〇寺田委員　　ぜひお願いいたします。

〇辻会長　　他に御発言はありませんか。
　川口委員。
〇川口委員　　資料５－１の33ページなんですが、⑤の今後の目標値のアウトカム、成果指標のところで、県域の拡大全12圏域とありまして、2022年度が１で、2029年度８ってなっているんですが、これは各年度ごとに３か所やる、４か所やる、５か所やるとかという理解でよろしいんですか。
〇辻会長　　医療保険課長。

〇世古口医療保険課長　　委員仰せのとおり、対象の県域を年度ごとに増やしていくという考え方によるものでございます。
〇辻会長　　川口委員。
〇川口委員　　2029年度に４地域残るということですか。そういうことではない。

〇辻会長　　医療保険課長。

〇世古口医療保険課長　　おっしゃるとおりです。４地域その時点では残っておるということでございます。

〇辻会長　　川口委員。
〇川口委員　　その辺は地域的な格差を招いてしまうようなことにはならないんですか。
〇辻会長　　医療保険課長。

〇世古口医療保険課長　　地域的なこと、おっしゃることは分かるんですけども、それぞれの地域のほうにいろいろ説明をさせていただいて、受入体制等々のこともございますので、そのようなところで順次進めていきたいというふうに考えております。
〇川口委員　　分かりました。

〇辻会長　　他に御発言はありませんか。
（「なし」との声あり）
○辻会長　　他に御発言もないようでありますので、本件につきましては、原案どおり承認することに賛成の方は挙手をお願いいたします。
（賛成者　挙手）
○辻会長　　ありがとうございます。挙手全員でありますので、本件は原案どおり承認いたします。

　以上で、協議事項に関する協議は全て終了いたしました。
　では、次に、報告事項に移ります。
　報告事項１、国保広域化についてを事務局より説明願います。

　医療保険課長。
〇世古口医療保険課長　　資料６－１について御説明させていただきます。

　平成30年４月に実施されました国保の広域化につきましては、三重県国民健康保険運営方針に基づき、県と全市町で構成する三重県市町国保広域化等連携会議において、保険料収納率の向上や医療費の適正化に向けた県全体の取組などについての進捗状況等を確認しながら進めていくとされております。
　昨日、この会議が開催されましたことから、その概要について御報告させていただきます。
　本日お配りしましたのは、昨日の県からの配付資料でございます。

　資料６－１を御覧ください。
　令和６年度国民健康保険事業納付金の算定根拠についてでございます。

　１の納付金算定の考え方については、図で示してある納付金と保険料の関係図の上段、県予算で決定のところですが、納付金算定は、県が保険給付費等の必要総額を推計し、国からの交付金などの収入分を控除して、市町から納付される納付金の金額を算定することとなっています。

　三重県において、医療の高度化により１人当たりの医療費が増加するものの、団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行による被保険者数の減少から、医療費は1.16％の減少を見込んでいるとしておりますけれども、２の令和６年度における納付金算定の結果についてでは、令和５年度制度改正を理由とした負担増に対する激変緩和の補填が終了したことで、県の安定化基金を活用しても、納付金は増加するとなっております。裏面１ページになりますが、納付金については0.87％の増となっております。
　各市町は、納付金をベースに国・県の交付金や基金の繰入れ、保険事業の費用等を勘案し、保険料を算定した予算案ということになっております。

　次のＡ４横の一覧表にございますが、本市の納付金については、納付金比較表の上から４段目でございますが、令和５年度と比較しての増減率は、一番右端にございますように1.98％の増となっております。

　また、裏面Ａ４、縦の一覧表には、標準保険料率が示されております。これは、国民健康保険法で提示が規定されており、県内統一のルールにより算定し、市町村間比較を行うためのものでございます。

　なお、上段の枠内に記載されておりますように、実際の保険料率は、各市町が状況を勘案して、基金繰入額や前年度繰越金等を見込んで算定いたしますので、実際の数値とは異なっております。

　この四角囲みの２行目から記載のありますように、三重県は保険料水準の統一に向けた取組において、第２期三重県国民健康保険運営方針で、令和11年度を目標に統一を進めていくというようなことが示されております。詳細についてはまだ決まっておりませんけれども、11年度を目標に進めていくというような方針が示されました。

　次に、資料６－２を御覧ください。

　令和６年度の保険者努力支援制度の結果、速報値ということになります。保健事業の取組や保険料の徴収率等の状況に応じて、獲得するポイントに応じて補助金が交付される国の保険者努力支援制度の現時点での令和６年度の評価結果の速報値でございます。

　１ページを御覧ください。
　本市の順位は市町全体で24位、市での順位は10位と下がっております。

　２ページは、参考比較として５年度の結果でございます。５年度は12位、市町の順位としては６位ということでございました。

　当市といたしましても、新たな取組として、ＩＣＴを活用した保健指導などを行っておりますが、原因としては、当市の取り組めていない部分への配点が大きくなっていることや、当市の取組部分への配点が減少していることが大きく影響していると考えられております。とりわけ県の説明の中で、特に後発医薬品の使用割合が80％を超えているか超えていないかというところで、超えているところについては70点の加点があるというようなことです。そこの部分が非常に国の方針として示されているということでございまして、伊勢市、その部分取れていないということで438点、そこに70点を足せるともう500点を超えていくということでございましたが、そこの部分の取組についても力を入れていかないかんかなというふうなことで考えているところでございます。

　個々の分析結果は３ページから８ページに記載がございます。

　３ページの特定健診受診率は、全体で４位となっております。

　４ページの規模別の比較でございますけれども、これについては規模別の全国上位の１割を上回っておるというような状況でございます。

　５ページの特定保健指導実施率では、全体で10位となっておりますが、６ページの規模別では、県内で２位となっております。県全体としても、三重県は特定保健指導の実施率が課題というような説明ございました。

　次に、７ページでございます。
　後発医薬品の使用率でございますが、実績は77.3％で、順位19位と伸び悩んでいるところでございます。ここで17位の玉城町までが80％を超えておるということでございます。

　８ページは、国民健康保険料の収納率の状況でございます。本市は規模別でＢグループに分類されておりますが、96.17％と全国上位３割も達成しております。

　説明は以上ですが、今後、この結果を分析し、できていない取組をいかにして実施していくことができるかを関係部署等と検討してまいりたいと存じます。
　以上、報告させていただきました。

〇辻会長　　ただいまの説明につきまして、御発言はございませんか。

（「なし」との声あり）
○辻会長　　御発言もないようでありますので、本件につきましては、この程度といたします。
　次に、報告事項２、産前産後期間の国民健康保険料の軽減についてを事務局より説明を願います。
　係長。
〇古川国民健康保険料係長　　それでは、産前産後期間の国民健康保険料の軽減について御説明申し上げます。
　資料７を御覧ください。

　産前産後期間の国民健康保険料の軽減につきましては、国の国民健康保険法施行令及び国民健康保険法施行規則が改正されたことにより、国民健康保険条例の一部改正を12月市議会定例会において議案提出させていただき、令和６年１月から実施しております。今回の報告となり申し訳ございません。

　この産前産後期間の国民健康保険料の軽減は、出産予定または出産した国保被保険者の保険料の所得割額と均等割額を減額するものでございます。
　減額される期間は、出産予定月または出産月の前月から４か月間相当分です。多子妊娠の場合は、６か月間相当分が減額されます。
　なお、制度の開始が令和６年１月からのため、今年度につきましては、令和５年11月以降の出産の方につきましては１か月相当分、12月出産の方につきましては２か月相当分、１月出産の方につきましては３か月相当分の減額となります。

　以上で、産前産後期間の国民健康保険料の軽減について、説明を終わらせていただきます。
〇辻会長　　ただいまの説明につきまして、御発言はありませんか。

（「なし」との声あり）
○辻会長　　御発言もないようでありますので、本件につきましては、この程度といたします。
　以上で報告事項が終了いたしました。
　事務局からこのほかに何かありますか。
〇事務局　　ございません。

〇辻会長　　委員の皆様から何か御発言はありませんか。

（「なし」との声あり）
○辻会長　　ないようですので、本日の運営協議会はこれをもちまして閉会させていただきます。

　長時間にわたりまして、慎重な御審議をいただきまして誠にありがとうございました。
（閉会　午後４時００分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年２月１日

　　　　　　　国民健康保険運営協議会会長

　　　　　　　国民健康保険運営協議会委員
　　　　　　　国民健康保険運営協議会委員
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